 様式第５９－１
生息地等保護区監視地区内工作物の新（改、増）築届出書

                                                                              　　　年　　月　　日

  　　　　　地方環境事務所長　　殿
届　出　者
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	住所
	〒



	氏名
	

	職業
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	主たる事務所の
所在地
	〒




	名称
	

	代表者等
（役職・氏名）
	

	主たる事業
	

	担当者
（部署・氏名）
	


連　絡　先
	電話番号
	

	E-mail
	


　　絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律第３９条第１項の規定に基づき、(           )

　生息地・生育地保護区監視地区内における行為について、次のとおり届けます。

	目　　　　　的
	

	場　　　　　所
	   都道府県、市郡、町村、大字、地番（地先）

	
	

	行為地及びその付近の状況
	

	施行方法
	工作物の種類
	

	
	敷地面積
	

	
	規　　　　　模
	

	
	構　　　　　造
	

	
	主要材料
	

	
	関連行為の概要
	

	
	影響軽減の方法
	

	完了予定日
	

	備　　　　　考
	


【添付図面】

  １．縮尺1:50,000以上の地形図

  ２．縮尺1:5,000以上の概況図及び天然色写真

  ３．行為の施行方法を明らかにした縮尺1:1,000以上の平面図、立面図、断面図、構造図

【注　　意】

  １．不要の文字は抹消すること。
２．届出者については、個人の場合又は法人の場合いずれか該当するものにチェックをし、様式に定める事項を記載すること。法人にあっては、「代表者等」の欄に代表者（ただし申請に係る行為の権限が代表者から別の者に委譲されている場合は、当該委譲されている者）の役職及び氏名を記載すること。
  ３．「目的」欄には、当該工作物を設ける目的及びその必要性を具体的に記入すること。

  ４．「行為地及びその付近の状況」欄には、地形、植生等の状況を記入すること。なお、詳細については、添付図面に表示すること。

  ５．「関連行為の概要」欄には、支障木の伐採、残土処理、工事用仮工作物等当該行為に伴う行為の種類及びその施行方法を記入すること。なお、詳細については、添付図面に表示すること。

  ６．「影響軽減の方法」欄には、指定に係る国内希少野生動植物種の個体の生息・生育への当該行為の影響を軽減するための方法を記載すること。なお、詳細については、添付図面に表示すること。

  ７．「備考」欄には、他の法令の規定により、当該行為が行政庁の許可、認可その他の処分又は届出を必要とするものであるときは、その手続きの進捗状況を記入すること。
８．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

 様式第５９－２
生息地等保護区監視地区内宅地造成・土地の開墾・その他土地形質の変更届出書

                                                                              　　　年　　月　　日

  　　　　　地方環境事務所長　　殿

届　出　者
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	住所
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	氏名
	

	職業
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	主たる事務所の
所在地
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	名称
	

	代表者等
（役職・氏名）
	

	主たる事業
	

	担当者
（部署・氏名）
	


連　絡　先
	電話番号
	

	E-mail
	


　　絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律第３９条第１項の規定に基づき、(           )生息地・生育地保護区監視地区内における行為について、次のとおり届けます。

	目　　　　　的
	

	場　　　　　所
	   都道府県、市郡、町村、大字、地番（地先）

	
	

	行為地及びその
付近の状況
	

	施行方法
	変更する面積
	

	
	工事の方法
	

	
	関連行為の概要
	

	
	影響軽減の方法
	

	完了予定日
	

	備　　　　　考
	


【添付図面】

  １．縮尺1:50,000以上の地形図

  ２．縮尺1:5,000以上の概況図及び天然色写真

  ３．行為の施行方法を明らかにした縮尺1:1,000以上の平面図、断面図

【注　　意】

  １．不要の文字は抹消すること。
２．届出者については、個人の場合又は法人の場合いずれか該当するものにチェックをし、様式に定める事項を記載すること。法人にあっては、「代表者等」の欄に代表者（ただし申請に係る行為の権限が代表者から別の者に委譲されている場合は、当該委譲されている者）の役職及び氏名を記載すること。
  ３．「目的」欄には、当該行為を行う目的及びその必要性を具体的に記入すること。

  ４．「行為地及びその付近の状況」欄には、地形、植生等の状況を記入すること。なお、詳細については、添付図面に表示すること。

  ５．「関連行為の概要」欄には、支障木の伐採、工事用仮工作物等当該行為に伴う行為の種類及びその施行方法を記入すること。なお、詳細については、添付図面に表示すること。

  ６．「影響軽減の方法」欄には、指定に係る国内希少野生動植物種の個体の生息・生育への当該行為の影響を軽減するための方法を記載すること。なお、詳細については、添付図面に表示すること。

  ７．「備考」欄には、他の法令の規定により、当該行為が行政庁の許可、認可その他の処分又は届出を必要とするものであるときは、その手続きの進捗状況を記入すること。

８．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
 様式第５９－３
生息地等保護区監視地区内鉱物の採掘・土石の採取届出書

                                                                              　　　年　　月　　日

  　　　　　地方環境事務所長　　殿

届　出　者
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	主たる事務所の
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	名称
	

	代表者等
（役職・氏名）
	

	主たる事業
	

	担当者
（部署・氏名）
	


連　絡　先
	電話番号
	

	E-mail
	


　　絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律第３９条第１項の規定に基づき、(           )生息地・生育地保護区監視地区内における行為について、次のとおり届けます。

	目　　　　　的
	

	場　　　　　所
	   都道府県、市郡、町村、大字、地番（地先）

	
	

	行為地及びその付近の状況
	

	施行方法
	鉱物(土石)種類
	

	
	採掘（採取）量
	

	
	採掘（採取）設備
	

	
	土地形状の変更面積
	

	
	関連行為の概要
	

	
	影響軽減の方法
	

	完了予定日
	

	備　　　　　考
	


【添付図面】

  １．縮尺1:50,000以上の地形図

  ２．縮尺1:5,000以上の概況図及び天然色写真

  ３．行為の施行方法を明らかにした縮尺1:1,000以上の平面図、断面図

【注　　意】

１．不要の文字は抹消すること。
２．届出者については、個人の場合又は法人の場合いずれか該当するものにチェックをし、様式に定める事項を記載すること。法人にあっては、「代表者等」の欄に代表者（ただし申請に係る行為の権限が代表者から別の者に委譲されている場合は、当該委譲されている者）の役職及び氏名を記載すること。
  ３．「目的」欄には、当該行為を行う目的及びその必要性を具体的に記入すること。

  ４．「行為地及びその付近の状況」欄には、地形、植生等の状況を記入すること。なお、詳細については、添付図面に表示すること。

  ５．「関連行為の概要」欄には、支障木の伐採、工事用仮工作物等当該行為に伴う行為の種類及びその施行方法を記入すること。なお、詳細については、添付図面に表示すること。

  ６．「影響軽減の方法」欄には、指定に係る国内希少野生動植物種の個体の生息・生育への当該行為の影響を軽減するための方法を記載すること。なお、詳細については、添付図面に表示すること。

  ７．「備考」欄には、他の法令の規定により、当該行為が行政庁の許可、認可その他の処分又は届出を必要とするものであるときは、その手続きの進捗状況を記入すること。
８．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

 様式第５９－４
生息地等保護区監視地区内水面埋立（干拓）届出書

                                                                              　　　年　　月　　日

  　　　　　地方環境事務所長　　殿
届　出　者
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	名称
	

	代表者等
（役職・氏名）
	

	主たる事業
	

	担当者
（部署・氏名）
	


連　絡　先
	電話番号
	

	E-mail
	


　　絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律第３９条第１項の規定に基づき、(           )生息地・生育地保護区監視地区内における行為について、次のとおり届けます。

	目　　　　　的
	

	場　　　　　所
	   都道府県、市郡、町村、大字、地番（地先）

	
	

	行為地及びその付近の状況
	

	施行方法
	埋立(干拓)面積
	

	
	工事の方法
	

	
	関連行為の概要
	

	
	影響軽減の方法
	

	完了予定日
	

	備　　　　　考
	


【添付図面】

  １．縮尺1:50,000以上の地形図

  ２．縮尺1:5,000以上の概況図及び天然色写真

  ３．行為の施行方法を明らかにした縮尺1:1,000以上の平面図、断面図

【注　　意】

１．不要の文字は抹消すること。
２．届出者については、個人の場合又は法人の場合いずれか該当するものにチェックをし、様式に定める事項を記載すること。法人にあっては、「代表者等」の欄に代表者（ただし申請に係る行為の権限が代表者から別の者に委譲されている場合は、当該委譲されている者）の役職及び氏名を記載すること。
  ３．「目的」欄には、当該行為を行う目的及びその必要性を具体的に記入すること。

  ４．「行為地及びその付近の状況」欄には、地形、植生等の状況を記入すること。なお、詳細については、添付図面に表示すること。

  ５．「関連行為の概要」欄には、工事用仮工作物等当該行為に伴う行為の種類及びその施行方法を記入すること。なお、詳細については、添付図面に表示すること。

  ６．「影響軽減の方法」欄には、指定に係る国内希少野生動植物種の個体の生息・生育への当該行為の影響を軽減するための方法を記載すること。なお、詳細については、添付図面に表示すること。

  ７．「備考」欄には、他の法令の規定により、当該行為が行政庁の許可、認可その他の処分又は届出を必要とするものであるときは、その手続きの進捗状況を記入すること。
８．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

 様式第５９－５
生息地等保護区監視地区内水位（水量）に増減を及ぼさせる行為届出書

                                                                              　　　年　　月　　日

  　　　　　地方環境事務所長　　殿
届　出　者
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	主たる事務所の
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	名称
	

	代表者等
（役職・氏名）
	

	主たる事業
	

	担当者
（部署・氏名）
	


連　絡　先
	電話番号
	

	E-mail
	


　　絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律第３９条第１項の規定に基づき、(           )生息地・生育地保護区監視地区内における行為について、次のとおり届けます。

	目　　　　　　的
	

	場　　　　　　所
	   都道府県、市郡、町村、大字、地番（地先）

	
	

	行為地及びその付近の状況
	地　　　　　　況
	

	
	現在の水位(水量)
	

	
	水の利用状況
	

	施行方法
	水位(水量)の
増減の及ぶ範囲
	

	
	水位(水量)の
増減を及ぼす時期

及び量
	

	
	水位(水量)増減の

原因となる行為
	

	
	設　　　　　　備
	

	
	影響軽減の方法
	

	完了予定日
	

	備　　　　　　考
	


【添付図面】

  １．縮尺1:50,000以上の地形図

  ２．縮尺1:5,000以上の概況図及び天然色写真

  ３．行為の施行方法を明らかにした縮尺1:1,000以上の平面図、断面図

【注　　意】

１．不要の文字は抹消すること。
２．届出者については、個人の場合又は法人の場合いずれか該当するものにチェックをし、様式に定める事項を記載すること。法人にあっては、「代表者等」の欄に代表者（ただし申請に係る行為の権限が代表者から別の者に委譲されている場合は、当該委譲されている者）の役職及び氏名を記載すること。
  ３．「目的」欄には、当該行為を行う目的及びその必要性を具体的に記入すること。

  ４．「行為地及びその付近の状況」欄には、地形、植生等の状況を記入すること。なお、詳細については、添付図面に表示すること。

  ５．「影響軽減の方法」欄には、指定に係る国内希少野生動植物種の個体の生息・生育への当該行為の影響を軽減するための方法を記載すること。なお、詳細については、添付図面に表示すること。

  ６．「備考」欄には、他の法令の規定により、当該行為が行政庁の許可、認可その他の処分又は届出を必要とするものであるときは、その手続きの進捗状況を記入すること。
７．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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